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○辻泰弘君 民主党・新緑風会、辻泰弘でございます。 

 本日は二時からの開会ということで、いつもは三倍やりませんと後でおしかりを受ける

んでございますけれども、今日は三倍より少し早めにせいというような内々の指示もござ

いますが、生来不器用な人間でございますので、余り調整はできませんので、ぶっつけ本

番ということでやらせていただきます。 

 さて、まず、前回も私、予算委員会でお伺いいたしましたけれども、幹部公務員の給与

に関する有識者懇談会というのがございます。官房長官の御所掌のことかと存じますが、

その後の審議の状況といいますか、三月初めに結果が出るようなことを聞いておったんで

すが、そのことどうなっておりますでしょうか。 

 

○国務大臣（福田康夫君） 幹部公務員の給与の在り方につきまして、それぞれの職務の

内容、責任の重さなどの実情を踏まえて必要な見直しを行う、こういうふうなことを目的

といたしまして、私の主宰の下で幹部公務員の給与に関する有識者懇談会、これを開催い

たしまして、これまで四回開催いたしました。 

 次回の懇談会でこの取りまとめを行おうと、こういうふうに考えておるんですけれども、

これはもう三月中にできればというふうに考えておるところでございます。 

 

○辻泰弘君 総理の給料についてはどのように議論が出ておりますでしょうか。 

 

○国務大臣（福田康夫君） これはいろいろな意見が出されておるわけでございまして、

総理の給与も意見として上げてはどうかと、こういうような意見があったということは事

実でございます。 

 

○辻泰弘君 どの程度の水準まで上げろという議論があるんでしょうか。 

 

○国務大臣（福田康夫君） そのような具体的な議論はしてなかったというふうに記憶し

ております。 

 

○辻泰弘君 聞くところによりますと、一千万近く引き上げるというような議論もあるよ

うに聞くんですけれども、いずれにいたしましても、前回も申しましたけれども、今日の

経済社会状況というものをしっかり踏まえた上での方針ということがあるべきだと思って

おります。そのことも改めて申し上げておきたいと思います。 

 それで、もう一つ、公務員のことについて関連いたしますけれども、前回、本委員会に

おいて総理が、各役所の事務次官ＯＢの天下りは許さないと、このような方針を明言され

たわけですが、早速その巻き返しみたいな動きが出ておるわけでございます。 

 昨日でございますか、各次官、厚生労働次官あるいは財務次官、御発言がございました

ようで、例えば厚生労働次官によりますと、いささか論理的ではないと、総理の御発言、

趣旨が論理的ではないというふうにも読めるわけですが、そのような発言もあるわけでご

ざいます。 

 このような発言、官房長官、どう受け止めておられるでしょうか。 



 

○国務大臣（福田康夫君） どういうような趣旨で発言をされているか、新聞を見る限り

では判然といたしません。ですから、そういうこととは別に、そういう意見は意見として

お聞きしますけれども、今まで特殊法人、また独立行政法人、こういうようなものに対す

る人事、これいわゆる天下りということで、場合によっては一部の、一部じゃない、相当

部分のそういうような法人の総裁とか、それから理事長、そういうものを特定の官庁が独

占してきたといったようなことがございます。そういうようなことは、これからは公共性

の高い業務を効率よく実施する、こういうことは大事でございますので、そういうことを

考えながら、今後の人事についてはいろいろなことを考えていかなければいけないという

ふうに思います。 

 その中で、よろしいですか、進めて。例えば、考え方の原則というようなものを申し上

げますと、法人の長につきましては事務次官等のポストからの任用、これを固定化させる

ことはしないということ。それから、法人の長及び役員につきましては、官民の出身者を

バランスよく適材適所で登用するということ。また、いわゆるプロパー、内部登用ですね、

内部の方の登用、これを進めるということでございます。 

 そういったようなことを原則として、今後、役員の人事、特に長の人選については配慮

をしていこうと、こういうふうなことでございまして、具体的な法人の長、役員の人事の、

その業務内容、法人の業務内容、そういうことは勘案しながら考えていくことでないか。

また、個別に判断していくというふうなことではないかというふうに思っております。 

 ただ、全体的にどのぐらいのそれじゃ割合にするかということでありますけれども、私

ども今考えておりますのは、取りあえず半分以下にすると、役人の、長及び役員ですね、

そういうような方々は大体半分以下にしていくのが妥当ではないかなというふうに考えて

いるところであります。 

 

○辻泰弘君 総理の発言を軌道修正されているように思われてなりません。 

 まず、では恐縮ですけれども、坂口大臣、実は昨日は厚生労働次官が発言されていて、

後の方で、もう少し大いに議論をさせていただきたいと、こういうふうにもおっしゃって

いるようなんですけれども、総理が明確におっしゃった方針に対して大いに議論をさせる

という場があるんでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） それは次官の発言でございますか。 

 

○辻泰弘君 はい。そのように聞いております。 

 

○国務大臣（坂口力君） 次官がどう言ったか、私全然聞いておりませんけれども、総理

がおっしゃったやはり大方針というのは、これはもう原則、大方針だと思っております。 

 次官だとか局長だとか、その出身者は何か次のポジションに就くのが当然だという考え

方を持っておることは間違いであると、それはやはり自分のことは自分で考えるんだと、

こういうふうに今言っているところでございます。 

 

○辻泰弘君 大臣から心強いお言葉を聞いたように思いますが、もう一つ、谷垣大臣、お

伺いしたいんですけれども、林次官の発言で、首相発言は重く受け止めるが、特殊法人な

どのトップの任免については二〇〇二年十二月の閣議決定あるので、その双方を勘案して

いくことだと、このようにおっしゃっているようなんですね。 

 しかし、二〇〇四年の三月の総理の御発言とこの二〇〇二年の十二月のあれというのは、

時期的に言っても当然総理の方に重みがあると思うわけですけれども、いかがでしょうか。 



 

○国務大臣（谷垣禎一君） 今厚生労働大臣がおっしゃいましたように、従来、私の役所

の事務次官が占めてきたポストというのは確かにございますが、それを既得権益のように

考えるということは、これは間違っていると思います。 

 今、私の役所にすぐそういうところがあるわけじゃありませんが、やっぱり適材適所と

いう、これはもう広く人材を、やはりどういう人を充てるかと、広く考えなきゃいかぬと

思います。 

 

○辻泰弘君 三月の八日、本委員会における、失礼しました、決算委員会でございました。

決算委員会における総理の御発言は、事務次官が自動的に自分の役所の特殊法人に行った

り独立行政法人に天下りしていくのはもう許される時代じゃない、できるだけこういうも

のをただしていかなきゃならぬと、次からはもうそういうことはしないということをはっ

きり言明しておりますと、そういった視点を大事にして、断固として進めていきたいと、

こういうような発言になっているわけです。 

 ですから、その精神を後退することなくしていただきたいと思いますが、官房長官、い

かがでしょう。 

 

○国務大臣（福田康夫君） 今までいわゆる天下りがどういうふうに行われてきたのかと

いうことをよく見れば極めてはっきりしているということはございます。 

 例えば、ある役所の所管の、あれは公団においては昭和二十六年から歴代厚生事務次官

が、厚生省だな、厚生事務次官がずっと占めていると、これも十代ぐらいにわたって占め

ていると、こういうふうなことがあるわけですね。それが果たして適材適所であったのか

どうかということは、吟味されていたのかどうかということ、そういうことも含めて我々

としては検討していかなければいけない。今後は、そういう意味において、総理が言われ

るように、このポストは必ず厚生事務次官が行くんだとか、ほかの事務次官が行くんだと

かいうようなことにはならないと、こういうことを総理が言われたわけでございます。 

 

○辻泰弘君 総理のその決意を後退させるなく進めていただきたいと、このことを申し上

げておきたいと思います。 

 さて、次のテーマに移らせていただきます。 

 靖国神社の参拝についてでございます。過般、大阪地裁での判決が二月二十七日にござ

いました。それについて政府の見解を問うておきたいわけでございます。 

 それで、その以前に、政府が今まで見解を出されておりますけれども、その、現在有効

である、このことについての見解を御披露ください。 

 

○政府参考人（村上康聡君） お答えいたします。 

 政府といたしましては、内閣総理大臣その他の国務大臣の靖国神社参拝の公私の区別に

関する政府統一見解といたしまして、昭和五十三年十月十七日の参議院内閣委員会におき

まして、神社、仏閣等への参拝は、宗教心の表れとして、すぐれて私的な性格を有するも

のであり、特に、政府の行事として参拝を実施することが決定されるとか、玉ぐし料等の

経費を公費で支出するなどの事情がない限り、それは私人の立場での行動と見るべきもの

と考えること。公用車の利用につきまして、閣僚の場合、警備上の都合、緊急時の連絡の

必要等から、私人としての行動の際にも必要に応じて公用車を使用しており、公用車を利

用したからといって、私人の立場を離れたものとは言えないこと。肩書の記帳につきまし

ては、記帳に当たり、その地位を示す肩書を付すことも、その地位にある個人を表す場合

に慣例としてしばしば用いられており、肩書を付したからといって、私人の立場を離れた



ものと考えることはできないこと。さらに、気持ちを同じくする閣僚が同行したからとい

って、私人の立場が損なわれるものではないとの考えを示したところでありまして、この

考えは現在も変わっておりません。 

 

○辻泰弘君 二月二十七日、大阪地裁がそれにかかわる判決をしておりますけれども、そ

の内容を教えてください。 

 

○政府参考人（村上康聡君） 御指摘の判決は、平成十三年八月十三日に小泉純一郎氏が

行われました靖国神社参拝につきまして、原告らが本件参拝によって精神的損害を受けた

として、国に対して国家賠償法に基づき、また、小泉氏と靖国神社に対し、民法の不法行

為に基づいてそれぞれ損害賠償を請求し、さらに国、内閣総理大臣等に対して参拝の違憲

確認、参拝の差止めなどを求めたという民事訴訟と行政訴訟について、いずれも原告から

の請求を棄却ないし却下したという判決でございます。 

 このうち、民事訴訟の損害賠償請求に関する判断の中で、本件参拝につきまして、国は、

総理が私人の立場で行ったものである、小泉氏は内閣総理大臣の職務として本件参拝をし

たものではないなどと訴訟の中で主張していたにもかかわらず、その主張を認めずに、本

件参拝は小泉氏が内閣総理大臣の資格で行ったものと認めるのが相当であり、国家賠償法

一条一項の「職務を行うについて、」に該当し、憲法二十条三項の国の機関たる内閣総理大

臣が行ったものと言える旨判示しております。 

 

○辻泰弘君 その本件参拝が内閣総理大臣の資格で行われたか否かというところで、具体

的な例示として、こういうことがあった、こういうことがあったと言っているわけですが、

そのことについてお示しください。 

 

○政府参考人（村上康聡君） 判決は、国家賠償法一条一項の「職務を行うについて、」に

関しまして、本件参拝の態様は、公用車を用い、秘書官を同行させて靖国神社に向かい、

参集所で内閣総理大臣小泉純一郎と記帳し、献花の名札に献花内閣総理大臣小泉純一郎と

記載させていたなど、内閣総理大臣としての参拝と推認し得る要素を多分に含んでいるこ

と、靖国神社参拝を自民党総裁選挙の公約として位置付け、平成十三年五月の衆議院予算

委員会で内閣総理大臣として参拝するつもりだと発言し、参拝直前に内閣官房長官に首相

談話を読み上げさせたことなどに照らせば、小泉氏は本件参拝前においては内閣総理大臣

として参拝することを明確に示していたと言えること、本件参拝後、小泉氏は、本件参拝

の公私の問題について質問されても、私的参拝であることを明確に示したことがなかった

ことなどの事実関係を総合して、これを外形的、客観的に見れば、本件参拝は小泉氏が内

閣総理大臣の資格で行ったものと認めるのが相当であり、本件参拝は「職務を行うについ

て、」に該当する。そして、内閣総理大臣としての資格で行ったものと認められるのである

から、国の機関たる内閣総理大臣が行ったものと言えると判示しております。 

 

○辻泰弘君 官房長官にお伺いしたいんですけれども、私は、総理大臣たるお立場の方は、

当然その政治状況なり世界の状況などを判断して対応されることが本来だと思いますけれ

ども、しかし、突き詰めていったところ、私人としての、個人としての権利は当然あり得

るというふうに、突き詰めて考えればあり得るかもしれません。そのことが、見解として

唯一支えられてきたことが、あくまでも私人としての立場で参拝したことであったと。こ

ういうことで、それなりにぎりぎりのところで守られてきたといいますか、理解が及んで

いたというのが私の正直なところでございます。総理御自身はおっしゃいませんけれども、

官房長官がずっとフォローしておられたわけです。しかし、私も本会議で聞いております。



しかし、その論拠は地裁の判決で崩れたわけです。 

 官房長官御自身も遺憾であるとおっしゃっていますけれども、このことをどういうふう

に整合性を取られますか。 

 

○国務大臣（福田康夫君） まず、私が遺憾であるというふうにいつどこで言ったのか、

ちょっと教えてください。そのようには言った覚えが実はないんであります。 

 まず、この判決は国の勝訴であるということ、これは明確でございますね。そして、内

容的なことでいろいろございます。先ほど村上参事官の方からも答弁ございましたけれど

も、公用車で行ったとか、また警護を付けていた、秘書官がいたといったようなことがこ

れは公人としての疑念があると、こういうふうな指摘があったようでございますけれども、

このことは総理大臣の立場ということからして、公用車で行っちゃいかぬとか秘書官連れ

ていってはいけないというのは、これはちょっと無理な話ではなかろうかというように思

います。 

 しかし、参拝そのものは私的な立場で、個人の真情として、真情の発露として行われた

ものであると、こういうふうに私は理解いたしておりますし、またそのように総理のお考

えもしばしばお聞きしているところでございますので、今回の判決はそういう意味におい

て勝訴になったことについては正しかったと。ただ、一部そういうふうな疑念を持たれた

ということについては非常に残念であるというふうに思っております。 

 今後も、他の裁判所で審理があるようでございますので、引き続き、それぞれの訴訟の

中で国の主張が認められるように適切に対応してまいりたい、そのように思っているとこ

ろでございます。 

 

○辻泰弘君 まず、私自身が、朝日新聞、読売新聞、手元にございますけれども、その中

では、私的な参拝という主張が認められなかったことは遺憾だとおっしゃっているという

ふうに出ていますけれども、これは間違いですか。 

 

○国務大臣（福田康夫君） ちょっと、何ておっしゃった。 

 

○辻泰弘君 これが読売新聞です。これが読売ですね。（資料提示） 

 

○国務大臣（福田康夫君） ああ、そう。これね。 

 ですから、これは私的な参拝であるという主張が認められなかったことは遺憾である、

それはそのとおりです。先ほどのはちょっとあの、遺憾というのはほかの意味であったと

いう意味で、先ほどの、ちょっと取り消しておいてください。 

 遺憾であるというのは、こういうような私的な参拝という主張がこの判決の案文で見る

と疑念があるというようなことで記述されておりましたので、そのことに対して遺憾であ

るというふうに申し上げた。 

 

○辻泰弘君 そうすると、この判決自体が遺憾であるということは間違いないということ

ですか。 

 

○国務大臣（福田康夫君） いや、判決の中で、何というんですか、法的なことを私よく

知りませんけれども、付言された文の中でそういうような判断が示されたという、そうい

う、懸念が示されたということについて遺憾であるというふうに思ったわけであります。 

 

○辻泰弘君 そうすると、本会議で長官は、「私人としての立場で参拝されたものと理解し



ております。」と明言されているわけです。今回の判決を受けて、長官は私人としての立場

で行ったという主張が認められなかったのは遺憾だとおっしゃっているわけですね。だか

ら、それは根底が覆っていることになりませんか。 

 

○国務大臣（福田康夫君） その時点で──これ、いつのあれですか。 

 

○辻泰弘君 翌日ですから、二月の二十八日です。 

 

○国務大臣（福田康夫君） あの判決の内容を恐らくそのときにおいてはよく見ていなか

ったと思うんですけれども、そういうような付言がなされたということについて遺憾であ

ると、こういうふうに申し上げたわけです。 

 

○辻泰弘君 そしたら、よく見たらどうなんですか。 

 

○国務大臣（福田康夫君） よく見たら……。 

 これは先ほど村上参事官の方から答弁したとおり、私どもとしては、この付言について

は、例えば車の問題とか、それから秘書官の問題とか、そういうことについては、これで

もって公人としての参拝と言うわけにはいかないというように考えております。 

 

○辻泰弘君 ということは、この判決の内容と見解が違うということですね。 

 

○国務大臣（福田康夫君） その部分について言えばそういうふうに考えて結構でござい

ます。 

 

○辻泰弘君 もう一度明確にお答えください。総理のこれまでの靖国参拝は性格がどうい

うものなのか、公人として、私人としてどうなのかということを明確にお答えください。 

 

○国務大臣（福田康夫君） これは、先ほど申しましたように、総理の参拝は、個人の真

情として参拝をしたいという、そういうことでございまして、その形式について問われて

も困るところがあるということでありまして、これは、あくまでも内容的には個人の宗教

的な真情と、こういうふうに考えてよいと思います。 

 

○辻泰弘君 これは、政教分離を定めた憲法二十条三項の国及びその機関の活動に当たる

と指摘して、違憲の疑いを推認させるような内容になっているわけでございまして、この

点は、私は今の長官の御答弁では、率直に言って筋の通った形になっていないと思ってい

ます。やはり総理たる公人の行動でございますから、そのことについて今までの御見解と

違った形での判決が出たという事態を踏まえて、もう一度しっかりとした、これまでの方

針を踏まえた見解を示していただきたいと、このように思います。 

 今後、見解を出されることはありませんか。 

 

○国務大臣（福田康夫君） 裁判自身は勝訴であります。ただ、付言としてそういうよう

な外形上の指摘があったということでありまして、そういうことで、そのことはちょっと

誤解もあるんではなかろうかというように思いますので、そのことについて私は、そうい

う判断は遺憾に思うと、こういうふうなことであります。 

 そしてまた、これは政府といたしまして、昭和五十三年十月十七日、参議院内閣委員会

において示した靖国神社に参拝する際の公私の区別に関する政府統一見解、これを見直す



考えは今ありません。小泉総理の参拝については他の裁判所でも審理されているため、引

き続き、それぞれの訴訟の中で国の主張が認められるよう適切に対応してまいりたいとい

うふうに考えております。 

 

○辻泰弘君 かつて、中曽根さんのときは政府見解を新たにされて、やはり私はそういう

意味では誠意のある対応だったと思うんですが、今回のこういう判決を受けて、やはり私

は、政府として見解をもし変えられるなら変えられる、そういったことで、判決が出てい

るわけですから、そういう意味においてはやはり筋の通った誠意ある形で私は示していか

れるべきだと思いますので、そのことは申し上げておきたいと思います。 

 それでは、この問題だけ時間を取るわけにもいきませんので、次の問題に行かしていた

だきます。 

 鳥インフルエンザの問題でございます。 

 もう既に同僚議員が多く質問しておりますので、ポイントだけお聞きしたいと思うんで

すけれども、まず現状と取組方針について、農水大臣、厚生労働大臣、お願いいたします。 

 

○国務大臣（亀井善之君） 鳥インフルエンザにつきましては、防疫マニュアルに則しま

して防疫措置を迅速かつ的確に実施すると、こういうことでありまして、京都府での発生

に際しまして、発生農場からの通報が行われず、また大量死亡後も生きた鳥の出荷をした

と、出荷先で感染が確認をされたと、こういう問題であるわけであります。 

 こうしたことから、家畜伝染病予防法に基づきまして、養鶏農家に対しましては週一回

死亡羽数等の状況の報告を求めておることであります。通報体制の確立に今努めておりま

す。 

 それから、防疫マニュアルにつきましては、これまで三例の経験を踏まえまして、専門

家の意見を聞いた上でその見直しを進めてまいりまして、十日付けで一部改定を行ったと

ころであります。 

 その主な改正内容は、移動制限区域内の範囲につきましては半径十キロメートルを原則

として、従来は三十キロでありましたけれども、半径十キロメートルを原則とし、状況に

応じて五キロから三十キロとすることにしたわけであります。 

 移動制限の期間につきましても、防疫措置終了後二十一日以上と、こういうことにいた

しました。従来は二十八日以上と、こういうことであります。 

 また、鶏卵の保管、加熱処理等のための移動は移動制限の対象外とすると、こういうこ

とにいたしました。さらに、発酵等によりまして十分加熱がなされた鶏ふんについては、

移動制限の対象外とすることにいたしたわけでありまして、また移動制限命令に協力した

養鶏業者に対する助成措置の制度化、また通報義務違反に関するペナルティーの強化と、

このことにつきまして家畜伝染病予防法の改正案を今国会に提出すべく、今検討を進めて

いるところであります。 

 

○国務大臣（坂口力君） 厚生労働省といたしましては、生活衛生関係営業者に対します

支援のほかに、各省庁ともよく連携を取っておりまして、正確な情報提供を行いたいとい

うふうに思っております。 

 大事なことは二つございまして、私の方の一つは人への感染を防止をするということが

一つ、それからもう一つは食品の安全確保と、この二つでございまして、人への感染防止

のためには、鳥の処分に従事する人、この人に対しましてインフルエンザワクチンの接種

でありますとか、このインフルエンザは人間の方にはやっておるインフルエンザのワクチ

ンでございます。感染防御及び健康監視を徹底的に行うということの指示。それから、高

病原性鳥インフルエンザにかかった疑いのある人を診察をするような医療機関がありまし



たときには、これは直ちに報告を求めまして、それに対して対応するようにということの

徹底、これをやっております。 

 それからもう一つ、食品に対しましては、これは農林水産省と連携を密にいたしまして、

いわゆる食鳥処理場、食べる鳥、食鳥処理場におきまして都道府県が行います検査の際に、

異状のない養鶏場から出ました鶏である旨の確認を行うこと。それからまた、食鳥検査に

おきまして、鳥インフルエンザに感染している疑いがある鳥に対しまして簡易検査キット

を用いたスクリーニング検査を実施をするということを開始をいたしました。例えば、持

ち込まれた中で多数死亡しているといったようなケースがもしもありましたときには検査

を行うといったようなことにいたしております。 

 

○辻泰弘君 農水大臣、法改正にも言及されましたけれども、補償とか罰則強化などが伝

えられておりますけれども、法改正、どういう方針で取り組まれるのか、その点について

教えてください。 

 

○国務大臣（亀井善之君） 先ほども申し上げましたが、移動制限命令下に協力された養

鶏の業者に対します助成の問題、このことにつきまして、山口県の例もございますのでそ

れをどう制度化していくか、あるいはまた通報義務違反、こういう面でのペナルティーの

問題、このことを中心に制度化と、の法改正と、これを考えてまいりたいと、こう思って

おります。 

 

○辻泰弘君 その法改正は今国会中にということでございますか。 

 

○国務大臣（亀井善之君） 今国会中に提出できるように、今いろいろ都道府県からのお

話等も承らなければならないところでありますけれども、そのように、今国会中にという

ことで考えております。 

 

○辻泰弘君 養鶏は今共済制度に入ってないようなんですけれども、そういう考え方とい

うのはあるでしょうか。 

 

○国務大臣（亀井善之君） 今委員御指摘のとおり、家畜の死亡だ、あるいは廃用、疾病

及び傷害と、こういう面で牛、豚、馬、これは家畜共済制度に入っておるわけであります

が、鶏の場合は極めて飼養規模が大きい、企業的経営が主流となっておりましてやはり通

常の経営内でリスクの吸収が可能であると、あるいは主要な疾病につきまして予防方法等

が確立していると、こういう点で今日まで業界からもその要請もなかったわけでもござい

ます。 

 しかし、鳥の保険につきましては、これから要望が高まるという場合につきましては、

適切な補償額の設定方法や損害評価方法を確立できるかどうか、あるいは保険の仕組みに

よります事業経営、運営が適切に行えるだけの保険母集団の確保がなされるかどうかと、

これは保険技術的に解決すべき問題点が、十分これ踏まえて検討していく必要があると、

このように考えております。 

 

○辻泰弘君 その点についてもまたこれから御検討いただきたいと思いますが、鳥インフ

ルエンザに関しましては関係省庁対策会議が設置されていると聞いております。各役所が

集まっていらっしゃるようですが、それぞれの取組、今後の方針についてお示しください。 

 

○委員長（片山虎之助君） 大変、各大臣、多岐にわたりますので簡潔に答えてください。 



 

○国務大臣（河村建夫君） 文部科学省といたしましては、各学校において鳥を飼育いた

しております。あるいは学校給食にも関係いたします。無用の混乱が生じることのないよ

うに、厚生労働省、農林水産省とも連携を取りながら、学校現場に適切、的確な情報を提

供する、そして指導に努めております。 

 特に、保健所や家畜保健所と十分連携をして、鳥インフルエンザに関する正確な情報収

集に努めること、あるいはこれまでの知見によれば、学校で飼育している動物が直ちに危

険になることはないが、手洗いやうがいの励行、清潔な状態での飼育、動物の健康状態の

把握に努めよ、そういうことを都道府県にも通達をし、周知徹底を図っています。 

 また、鶏卵、卵、鶏肉であります。これまで食物を介して人に感染したことがない、七

十度以上に加熱すれば安全である、こういう情報も達しておりまして、それぞれの委員会

でその取扱いについて十分対処するようにと。さらに、科学技術振興調整費を緊急支出い

たしまして、農水省、厚生労働省、環境省と連携の下に、インフルエンザの感染経路の解

明、あるいは鳥の、他の鳥、伝播の可能性や病原性の解明問題、あるいは人用のワクチン

の候補となるウイルス株の作製等の研究を行っているということでございまして、さらに

この問題について適切に対応してまいりたいと思っております。 

 

○委員長（片山虎之助君） 辻泰弘君。 

 

○辻泰弘君 いや、各省。 

 

○委員長（片山虎之助君） 小野国家公安委員長、簡潔に。 

 

○国務大臣（小野清子君） 鳥インフルエンザに関しまして、警察庁の…… 

 

○委員長（片山虎之助君） 今日は金曜日ですからね。何時になるか分からない。 

 

○国務大臣（小野清子君） 警察の取組について申し上げます。 

 京都府警察におきましては、二月二十七日に事案を認知以降、警察本部の中に対策室を

設けまして、府関係部局等と連絡を取りながら三点について行動を起こしております。 

 事実関係の調査と確認でございます。二番目が、府が設置いたしました消毒ポイントで

の交通整理、三点目が現場周辺での警戒活動、これらは現在も継続をいたしております。 

 また、三月三日から延べ五日間、浅田農産船井農場における機動隊を派遣をいたしまし

て、府が行います鳥の袋詰め作業等の支援を行い、この活動は既に終了いたしております。 

 それから、食品安全委員会におきましては、鳥インフルエンザの発生に際しまして、委

員会会合において関係機関や専門家の出席を求め、意見交換を行っているところでござい

ます。特に、鶏肉、鶏卵を食べて人に感染することは考えられないという科学的知見を国

民に正確に伝えていくために、一、ホームページへの分かりやすいＱアンドＡ、これを掲

載さしていただきました。二点目、委員によりますテレビ番組等での解説を積極的にいた

しております。三点目は、専門家によります講演会や意見交換の開催などを行っていると

ころでございます。 

 

○国務大臣（石原伸晃君） 国土交通省では、トラック事業者に対しまして、移動制限区

域内三十キロでございますが、範囲、制限の内容等々を周知徹底し、関係車両の消毒、清

掃を行うよう指導を行ったところでございます。これからも適切に対処してまいりたいと

存じます。 



 

○国務大臣（麻生太郎君） 法定の伝染病ということもこれあり、国の対策は今はでき上

がりつつあるところですけれども、既に地方団体いろいろ既に支出をしておられますので、

当面の間、暫定処置を講じたいと思っております。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 財務省に関しては、一つは政府系金融機関の対応ですけれど

も、これは特別相談窓口を通じてセーフティーネット貸付けを活用するなどの対応を取っ

ております。それから、もう一つは今農水大臣の方で移動制限区域内の農家の助成とか、

あるいは大分、京都府の事例への対応策を検討していただいておりますが、蔓延防止を徹

底するという観点から、どういう予算面の措置をすればいいか、今御相談をしているとこ

ろであります。 

 

○副大臣（加藤修一君） 環境省といたしましては、鳥インフルエンザの発生に渡り鳥等

の関与の可能性が指摘されておりますので、感染経路の解明の分野で取り組んでいるとこ

ろでございます。 

 このため、山口、大分、京都の発生地に職員を派遣し、野鳥の専門家等とともに渡り鳥

等の生息状況の概要把握を実施しているわけでございます。 

 また、先ほども出てまいりましたけれども、科学技術振興関係調査費によりまして、い

わゆる関係府省が連携して実施しております緊急調査研究、これにおきまして渡り鳥の渡

来ルートにかかわる解析、さらに渡り鳥等のウイルス保有調査を進めているところでござ

います。 

 またさらに、先般、カラスの感染の事例がございました。そういった発生等も踏まえま

して、四府省通知で各都道府県に対しまして死亡した鳥のサンプル検査等の実施を要請し

ているわけでございますし、さらに、昨日は、大阪府、茨木市等に職員を派遣いたしまし

て、大阪府の調査への協力に当たらせているところでございます。 

 また、今後とも、この野生鳥類等にかかわる感染経路の解明を中心といたしまして、こ

の問題の早期解決に向けて役割を強く果たしてまいりたいと、このように考えております。 

 

○副長官（浜田靖一君） 防衛庁といたしましては、今回の京都の、府のケースのように、

被害が大規模であるなど緊急に対応する必要があり、地方自治体による対応が困難である

と、やむを得ないと認められる場合には、地方自治体からの求めに応じまして自衛隊部隊

等による支援を行う。そしてまた、地方自治体及び他の機関と連携して自衛隊の保有する

装備、能力、範囲内で適切に対処してまいりたいと思っておりますが、今回の場合におき

ましては、四日間から、四日から十一日まで、延べ人員にいたしまして約二千百九十名、

車両五百五十両を出しまして対応させていただいたところであります。 

 以上であります。 

 

○副大臣（坂本剛二君） 簡単に申し上げます。 

 農水省の方から、全国の鳥肉・鶏卵業者に影響が出ているようだからその対策を講じら

れたいという要請がありまして、三月四日から、政府系三金融機関、それから各県の保証

協会、商工会議所、商工会連合会等々で相談窓口を設けております。 

 それから、政府系三金融機関でセーフティーネット融資としまして、一般の運転資金と

は特別枠で、円滑化運転資金のための一億五千万を中小企業金融公庫で、それから国民金

融公庫では四千万の貸出しを行っております。 

 今後とも、農水省と連携を密にしながら対策を講じていきたいと思っております。 

 



○辻泰弘君 一つ財務大臣にお伺いしておきたいと思うんですけれども、農水省がその損

失補償しようというお考えを出していらっしゃるのに対して、財務次官が慎重だというふ

うな、そんなような報道がありますけれども、その点についてどうですか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） いや、これは法も随分古い、古いといいますか、こういうよ

うなことを予想していないことがありまして、どういうことを考えたらいいのか、今慎重

に詰めております。 

 

○辻泰弘君 各省のお取組を多といたしますけれども、財政的な裏付けもしっかりとやっ

ていただきたいと、このことを申し上げておきたいと思います。 

 さて、二月の半ばに予算委員会の視察が大阪、兵庫に行われまして、尾辻先生を団長と

して行ってまいったわけでございまして、そのことも関連してお伺いしたいと思うわけで

ございます。 

 大阪では医薬基盤研究所にお伺いしましたが、そのことは独立行政法人の法案がござい

ますので、厚生労働委員会でまた質疑、議論をさせていただきたいと思っております。 

 それで、三位一体についてのやはり意見が多かったわけですが、そのことについては既

にいろいろと議論をなされております。ですから、私は、ここで一つ、一点お聞きしてお

きたいんです。 

 憲法においては、当然ですけれども、「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有す

る。」、それからまた「ひとしく教育を受ける権利を有する。」と、こういうことになってい

るわけでございます。すなわち、生活保護、また教育というものについては国がやはりし

っかりと責任を持ってと、こういう精神だと思うわけでございます。そういう意味でいろ

いろと、地方分権という形もあるわけですが、いずれにいたしましても、国がしっかりと

その生活保護ないしは教育というものについて責任を持って財政的な基盤もしっかりと対

処していくということがあるべき姿だと思うんですが、それぞれの御所管の大臣の御所見

をお伺いいたします。 

 

○副大臣（谷畑孝君） 今先生指摘されましたように、生活保護というのは、やはり最低

の生活を保障していくという憲法第二十五条の理念に基づくものでありまして、その趣旨

につきましては、国の責任というのは当然そういう枠組みの中でやっていくものだと、こ

のように思っております。 

 しかし、生活保護の実際の実施におきましては、認定だとかあるいは支給だとか、これ

は地方自治団体が行っておりますので、今後とも三位一体の改革の議論の中で、とりわけ

総務省、そして地方自治団体ともしっかりとよく協議をしながら検討をしてまいりたいと、

このように思っております。 

 

○国務大臣（河村建夫君） 辻委員御指摘のとおり、義務教育費国庫負担制度は、国がそ

の責任を制度的に担保して保障する制度でありまして、これによって、地方公共団体の財

政力の差があるにかかわらず、格差があったとしても、全国のすべての地域において優秀

な教職員を必要数確保する、そして、教育の機会均等あるいは教育水準の維持向上を図っ

てきたと、こういう制度でございます。 

 義務教育費国庫負担制度の在り方につきましては、昨年六月のいわゆる骨太の方針二〇

〇三等を踏まえて、財源論だけでなくて教育論としてしっかりと議論をするために、現在、

中央教育審議会においても義務教育制度の在り方の一環として検討をしてもらっていると

ころでございまして、文部科学省といたしましても、義務教育費国庫負担制度について必

要な見直しは行いつつも、国の責任において教育の機会均等とその水準を確保するという、



この制度の根幹を引き続き堅持するという観点に立って適切に対応してまいりたいと、こ

のように考えております。 

 

○辻泰弘君 生活保護については、また厚生労働委員会での審議もありますし、また議論

したいと思いますし、今の教育の問題は、財政の論理、また地方分権の論理で終始してい

るところがあるわけですが、やはり根本に教育の論理がなければならないと。このことに

ついて、是非その立場から追求していただくようにお願いしておきたいと思います。 

 もう一つ、視察の中で出た意見がございました。それは、いわゆる特定疾患、難病の対

策のことでございます。それは、公費負担が、国の本来出してくれるだろうとみなしてい

た分が国が出さない、こういうことなんでございます。この状況について厚生労働省、ど

のように把握しておられるか、お願いします。 

 

○政府参考人（田中慶司君） 特定疾患治療研究費補助金は、事業の実施主体であります

都道府県に対して、毎年度の予算の範囲内で事業費の二分の一を補助することとしていま

す予算補助事業でございます。厳しい財政事情を反映しまして、平成十三年、十四年度に

おきまして予算額が一割ずつ減額されたために、都道府県におきます財政負担が増大し、

事業の安定的実施を妨げかねない状況にあったところでございます。 

 こうした状況を踏まえまして、平成十五年度予算におきましては対前年度比三十億円増

の予算を確保するとともに、事業評価の導入、それから難病患者認定適正化事業の推進な

ど、制度の適正化に向けた見直しを行ったところでございます。さらに、十六年度予算案

におきましても、厳しい財政事情の下、前年度比三％増の総額二百十九億円の予算を確保

したところでございます。 

 今後とも、難病のこの制度の適正化、安定した運営に向けて施策を実施するように努め

てまいりたいと思っております。 

 

○辻泰弘君 これは、例えば兵庫県だと平成十三年度四億、十四年度六億の超過負担が発

生したというんですが、全国で百億以上出ていると思うんですが、その状況はどうですか。 

 

○政府参考人（田中慶司君） 平成十四年度のデータしか手元には持っておりませんけれ

ども、交付率が六一％ということになっております。 

 

○辻泰弘君 厚生労働大臣にお伺いしたいんですけれども、やはりこれは昭和四十年代後

半以降、国と地方で難病は支えるんだという基本的な考えできて、予算補助ですから、結

局財政措置的にはそうならざるを得ないところがあるわけですが、しかし、根本の精神は

やはり半分国で支えるということだったと思うんです。そういう意味から、しっかりとそ

の分は見ていくべきだと思うんですけれども、いかがでしょう。 

 

○国務大臣（坂口力君） これは法制化すべきかどうかでいろいろ意見の実は分かれると

ころでございまして、審議会においてもいろいろ議論をしてもらっているんですが、この

特定疾患対策の根拠が明確化するという長所がある反面、法制化によって対象疾患であり

ますとか施策の固定化が生じて柔軟な運営ができないというようなマイナス面もあるとい

うようなことで、賛否両論ございます。 

 できる限りこれは対応していきたいというふうに思っておりますが、しかし、症例数が

少ない、原因不明、それから効果的な治療方法がない、生活への長期的な支援と、この四

つがあるということが前提になっておりますので、それに合わせて考えていきたいと思っ

ております。 



 

○辻泰弘君 どうもこの難病というのは、大人の難病、子供の難病も担当局が違ったりす

るようなことでございまして、これを追っ掛けていますと、率直に言って、役所のその課

に人間とか病気が合わせないかぬのじゃないかと、こんなふうに思ったりするようなこと

もあるわけでございます。 

 この問題も、今後、知事会もそういう要望を出しているようでございますけれども、こ

れはただ単に兵庫県のみならずでございますから、こういったことについてやはり国とし

ての責務というものはしっかりと果たしていくんだと、こういう姿勢でもって、今後財政

的なことも、また法整備ということについても、今度は小児慢性の方は法制化になるよう

ですけれども、特定疾患の方もしっかりと対応していただくように御要請申し上げておき

たいと思います。 

 それで、その特定疾患にかかわる、特定疾患でないという言い方もあるようですけれど

も、一つ例示として、かねて坂口大臣が新しい道を見いだしていきたいとおっしゃってい

るいわゆるスティーブンス・ジョンソン症候群、これについての現状の対応、方針をお示

しいただきたいと思います。 

 

○国務大臣（坂口力君） このスティーブンス・ジョンソン症候群といいますのは、これ

は薬によりますアレルギー反応で起こるものでございますので、いわゆる今まで言ってま

いりましたところの特定疾患治療研究、このいわゆる難病の中には本当は入らないわけで

ございますが、広い意味でこうしたものもとらえまして、そしていろいろの研究を行いた

いというので研究対象の一つにしているところでございます。 

 とりわけ、この涙腺がやられるものですから、涙腺のこの再生と申しますか、そうした

研究を今していただいているところでございます。 

 

○辻泰弘君 前も大臣おっしゃっていましたが、点眼薬の保険適用とかそういうことにつ

いても、それから、あるいは医薬品副作用被害救済機構、今度変わりますけれども、その

認定基準ですね、〇・〇八という、そういうものについてもしっかりと、もっともっと血

の通ったものにしていただきたいと思うんですが、いかがでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 点眼薬につきましてはかなりもう研究が進んでおりまして、実

用化を目指して一日も早くしたいというふうに思っているところでございまして、その他

の面につきましても鋭意検討しているところでございます。 

 

○辻泰弘君 もう一点、今度は医療保険制度全般についてお伺いしておきたいと思います

が、昨年閣議決定された方針があるわけですけれども、それは結論的に言うと、平成二十

年度に向けて実現を目指すと、大分先のことがおしりになっているわけですけれども、年

金のことで今議論になっているわけですが、当然、医療保険制度も大きな課題なわけでご

ざいます。 

 それで、これから、今年金の議論ばっかりになっておりますけれども、医療保険制度を

どういった形で取り組んでいかれるのか、そのことについて御方針をお示しください。 

 

○国務大臣（坂口力君） 医療保険の改革につきましては、現在進めている最中でござい

ますが、一つは高齢者の医療制度の創設でございますし、それから、今までたくさん分離

されております、国民年金、国民年金じゃありません、国保、それから政管健保、あるい

は組合健保といったものにつきましての統合一元化を目指しての話を進めているところで

ございます。 



 それからもう一つは、診療報酬のこのもう一度根本的な改革について取り組んでいると

ころでございまして、早ければ、できれば平成十八年度の国会にその改正案を出させてい

ただくということで鋭意努力をしているところでございます。 

 

○辻泰弘君 もう一点、今度は住宅再建支援の問題でございます。これも一つの議論でご

ざいました。地域的のみならず全国に係ることでございます。 

 それで、今度の居住安定支援ということで予算も付いているわけでございますけれども、

ここでいつも議論となるのは、建築費本体が支援対象とされていないと、その部分がいつ

も言われるわけでございます。これについて、井上大臣、御所見をお伺いいたします。 

 

○国務大臣（井上喜一君） 個人資産中の個人資産といいますか、これは住宅なんですね。

住宅につきましては、これまで公的資金でもって支援をしてきたことはないわけでありま

す。 

 しかし、神戸のあの大震災で、何とかその住宅再建の支援ができないものかということ

でいろいろと我々検討したのでありますけれども、どうもやっぱり住宅本体の建築費に公

金を出すということについては問題があるということで、何とか周辺経費に支援をして住

宅再建を支援をしていけないものかということで検討いたしまして作り出しましたのがこ

の制度でございまして、やはり住宅自身はやっぱり本人で、本人のお金で建築をしていく

べきものと我々は考えております。 

 

○辻泰弘君 これについては、自民党でやっておられた相沢さんが、御自身の経験を踏ま

えて、現実にあるじゃないか、現に税金は様々な形で個人に投入されている、例えば被災

した、被災した農地や農業用施設の復旧施設はとても手厚いと、こういうような指摘もあ

るわけです。 

 こういうものとの区別はどうされているんでしょうか。 

 

○国務大臣（井上喜一君） これまでも農業政策の中で比較的そういった支援もありまし

たけれども、もう一つは、やはり広い面積を対象にいたしまして強制をしていく性格があ

るわけですね。例えば圃場整備の事業なんかは道路を付け区画を造っていくということで

すから、全体を強制していくそういう事業でありますから助成をしていくということであ

りまして、例えばこれは区画整理事業なんかも同じような私は性格の事業でありまして、

助成をしているわけでございます。 

 

○辻泰弘君 この点については私どもも方針をこれから出していくわけですけれども、こ

の本体の部分、御議論させていただきますけれども、政府の方でもその点についても今後

とも検討を続けていただきたいと、そんなようなことを申し上げておきたいと思います。 

 それから次に、地方分権の絡みで中核市のことをお伺いしておきたいと思います。 

 今、中核市の要件はどのようになっているか、お示しください。 

 

○政府参考人（大野慎一君） 中核市の要件でございますが、人口要件と面積要件がござ

いまして、人口につきましては三十万人以上、面積につきましては、人口五十万人未満の

場合は百平方キロメーター以上と、このようになっております。 

 

○辻泰弘君 視察に行きました尼崎、西宮というところが中核市を目指してやっていらっ

しゃるんですけれども、しかし、西宮は面積要件で九十九・九六というようなことで、ぎ

りぎりで入らないということになっているわけなんです。何ゆえ入っていないか、お示し



ください。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 西宮の場合は、他の町、他の市との境界線がいまだまだはっ

きりしていない、国土地理院上。私有地が多いというのが多分その大きかった理由だった

と記憶します。 

 

○辻泰弘君 中核市の要件が、百平方キロ以上を有することと、そしてその面積は、国土

地理院において公表した最近の当該市の面積をいうという非常に硬い表現になっておりま

して、それを満たさなかったら絶対駄目というふうになっているわけでございます。 

 この点については、委員長が大臣をなさっているころ、総務委員会でも議論をさせてい

ただきまして、大臣も、当時の大臣も、コンマちょっとぐらいのことでだれも文句は言わ

ないと、こんなような答弁もされているわけでございまして、そのときは片山大臣にも力

強いお言葉をいただいておりましたんでございまして、解釈上どこまで行けるか、法制局

なんかとも相談して、どうしても駄目なら法律改正を含めて考えるとまでおっしゃってい

たわけです。 

 ですから、こういう能力と意欲がある自治体が地方分権を推進していこうというときに、

それを阻むようなそういうことは元々の本義を忘れたことになると思うので、是非その点

は改めていただきたいと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 片山国務大臣、「もし零コンマちょっとぐらいのことで法律に

仮に違反しても、だれも文句言う人はいませんよね。ただ、」という、そこからが大事なと

ころです。我々は法律を守らにゃいけません立場だと、こう答えておられるので、誠に明

快な答えなんですが、今言われましたように、これは、結構、いつの日かこの質問は来る

だろうと思っておりましたので、いろいろ既に詰めさせていただいておりますが、果たし

てこの中核都市制度を当時作ったときにこの面積要件というものが必要なのかどうかとい

う疑問もあるところでありますので、この三月に発足いたしました第二十八次地方制度調

査会で、合併特例法の期限後の大都市の在り方ということについてこれを議論をするよう

に言っておりますので、この問題を含め検討させていただきます。 

 

○辻泰弘君 当時の片山大臣も、面積要件が本当に要るかどうかということもあるという

ふうにおっしゃって、今、大臣と同じ御趣旨なんですけれども、やはりそもそも面積要件

というのはどういう意味があるかといいますか、そういう地方分権を進めるときにやはり

基本的には人口ということにならざるを得ないと思うんですが、そういう意味でこの中核

市の要件というもの、全国的なことでございますけれども、やはり地方分権を進めるとい

うことで作ってこられたわけですから、是非そのお立場からその点についてもう早急に取

り組んでいただきたいと思いますが、決意をお伺いしたいと思います。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 今答弁申し上げましたように、三月の第二十八次地方制度審

議会において既にこの問題を検討するということでスタートをさせていただいております

んで、御要望の線に、いつまでと言われるとちょっと困りますけれども、基本的にその方

向で考えさせていただいております。 

 

○辻泰弘君 もう一点、視察のときに触れたことでございます。これは大阪のタクシーの

競争の激化という問題でございます。 

 改正道路運送法が成立して二年たつわけですけれども、大阪は特に全国の中でタクシー

の競争といいますか、非常に激しくなっておるということを、客引きみたいなことですね。



その状況、タクシー業界の実態どうなっているか、大阪の状況、把握しているところをお

示しください。 

 

○政府参考人（峰久幸義君） タクシーの大阪の状況でございますが、実際の営業収入と

いう形で見ますと、昨年に比べまして五・一％ほど下がっております。それで三万円ぐら

いでございます。それから実車率が四一・四％という形で、これも一・七％ほど下がって

おりまして、そういう意味で、事業の状況というものは需要の低迷等の反映も入りまして

厳しい状況にございます。 

 

○辻泰弘君 私がお聞きしているのは、実車率とか賃金がどうこうということではなくて、

本来タクシーが営業している、利用者が使う、そういうときの利用の仕方といいますか、

そういう本来目指したことがちゃんとできているかどうか、そのことについてです。 

 

○政府参考人（峰久幸義君） 改正法の御趣旨と申しますのは、いろんな経済的な規制を

緩和して需給調整措置はやめまして、それで意欲のある事業者が入ってこられるようにと

いうことでやっております。そういう中で、新規参入という業者の数も増えておりますと。

それと同時に、増車が行われている状況でございます。 

 それから、運賃面でありましたように、遠距離割引を、特に大阪では百十七社が五千円

超五割引きというところに行われているということ、あるいは自動認可運賃の下限を下回

っておりますけれども、最初に五百円の運賃という、こういうのが大阪でよく見られてい

るということで、運賃面での値下げも行われております。 

 

○辻泰弘君 実際、乗車するときタクシーが多いから、それをどこどこまであんた幾らで

行ってくれるんだというのを聞いてやるという、そういうのがもう横行しているわけです

ね。そういう競争の域に達しているわけです。そういうのをどう把握していらっしゃるか

ということです。 

 

○政府参考人（峰久幸義君） 認可運賃を下げまして、それで相対で事を決めるというの

は、こういうことにつきましては違法行為でございまして、こういうものについて監査の

中で厳格に対応していきたいというふうに思っております。 

 

○辻泰弘君 労働条件の面でどういうふうな変化があるかというのは把握していらっしゃ

るでしょうか。 

 

○政府参考人（松崎朗君） 労働条件でございますけれども、これは平成十四年度の調査

でございますが、労働時間につきましては若干の減少傾向にあります。ただ、ほかの一般

の男子労働者に比べますと、依然として一割程度長いといった状況にあるというふうに解

釈しております。 

 

○辻泰弘君 規制緩和も一つの大きな大事な課題だと思いますが、やはり経済的規制、社

会的規制ということがあるわけですが、やはり社会的規制というものもやはりしっかり見

ていかなきゃいかぬ。すなわち、労働や安全や衛生、環境といった、そういった社会的規

制の部分は、やはり単なる規制緩和で生活が良くなるわけじゃない、人間が幸せになるわ

けじゃない、そういった側面も見ていかなければならないと私は思うわけでございます。

大阪の場合、非常に競争が苛烈になっているということがございまして、ドライバーの労

働条件も悪くなっていて、結局安全にかかわってくると、こういうような状況もあるわけ



でございます。 

 そういう意味で、しっかりと見詰めていただいて、かつては扇大臣のころに、時間を掛

けて、もう少し時間を見て動向を見ながら、新たに考えなければならないことがあれば検

討していきたいと、こういうような御答弁があるわけですが、このことについてしっかり

と見詰めていただいて、しかるべく対処していただきたい。ある意味では規制を掛けると

いうことも必要かと思うんですけれども、その点について国土交通省の御見解をお示しく

ださい。 

 

○政府参考人（峰久幸義君） 改正二年という形で、いろんな状況につきましてはなお判

断、結果についての判断はまだ早いかと思いますけれども、よく状況を見ながら適切に対

処したいと思います。 

 

○辻泰弘君 労働条件の関連で一つ、労災のことをお聞きしておきたいと思います。 

 規制改革会議で労災の民営化という議論があるようですけれども、私はこれ、根本的に

おかしな議論だと思っていますけれども、厚生労働省としてはこの労災の民営化について

どのようにお考えでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 一つ、先ほど、訂正しておきますが、国保の問題で、早くとも

十八年と言いましたけれども、遅くとも十八年の間違いでございましたので、申し訳あり

ません。 

 それから労災保険の問題でございますが、これはなかなか難しい問題ございまして、事

業場への立入り権限の問題でございますとか、あるいは実態を踏まえた労災認定というの

は、なかなかこれは難しい話でございまして、民間にゆだねて、そこはなかなか私どもも

ここは難しいんではないかというふうに思っておりまして、ここはひとつ今の制度のまま

で進ませていただきたいというふうに思っているところでございます。 

 

○辻泰弘君 言うまでもありませんけれども、民営化すれば未納、未加入も増えるだろう

と。また、制度の信頼も確保できないわけでございますから、人間が働く根本の部分を支

えるセーフティーネットといいますか、その部分でございますので、これは民営化という

こととは違うと、なじまないものだと思いますので、その辺はしっかりとお取り組みをお

願いしておきたいと思います。 

 それから、労災の関連で、私かねがねこの本委員会でも質問したと思いますが、労災勘

定の中で未払賃金の立替払がされていると。本来、倒産のリスクと労働災害のリスクは違

うわけですけれども、同じ勘定でなされていると。やはり区分経理すべきだということだ

ったんですけれども、その点について今年の予算で変わったように聞いておりますけれど

も、そのことを御説明ください。 

 

○政府参考人（松崎朗君） 御指摘のように、予算書上でございますけれども、これは平

成十五年度末におきましては、目の労働福祉事業団交付金の内数としてただいまの未払賃

金の立替払事業の予算計上がなされておりました。これは、十六年度におきましては、こ

れは労働福祉事業団の独法化に伴いまして今度新しく目を起こしまして、目、未払賃金の

立替払事業補助金ということで予算書上も明示したところでございます。 

 

○辻泰弘君 この点は一歩前進と思いますけれども、やはりそもそも別勘定といいますか、

別の経理でリスクが違うことをやっているわけですから、その点については一歩前進と申

し上げますけれども、今後ともその点についてしっかりと、本来違う勘定なり経理でやる



べきだと、このことを改めて申し上げておきたいと思います。 

 それで、一応これで視察の関連のことで終わりまして、次、財政と税制のことでお伺い

したいと思います。 

 お手元にお配りさせていただいたのは私が作った資料でも何でもなくって、財務省と内

閣府が出された資料でございまして、改めて出していただいたわけでございます。先般、

大塚議員が御質問されたわけですけれども、その志を継いでやっていきたいと、このよう

に思っているわけでございます。 

 それで、そもそも最近の税、税収がどのようになってきているかということなんですけ

れども、最近の税収、税の自然増収、税収の伸び率、こういったものについてお示しいた

だきたいと思います。 

 

○副大臣（石井啓一君） 自然増収でございますけれども、税制改正の影響を除外した場

合の年度間の増収ということで位置付けさせていただきますと、バブル期前、昭和五十一

年度から六十年度につきましては平均一・九兆円の程度の増収、バブル期、昭和六十一年

度から平成二年度につきましては平均五・二兆円程度の増収、バブル期後につきましては、

増収となっている年度を平均いたしますと〇・八兆円の増収となっております。 

 税収の伸び率につきましては、これは税収決算額の伸び率でございますけれども、先ほ

ども申し上げましたバブル期前については平均の伸び率がプラス九・六％、バブル期では

プラス九・五％、バブル期後ではマイナス九％からプラス七・四％まで大きな変動を示し

ているところでございます。 

 

○辻泰弘君 この財務省の歳出歳入への影響試算、お手元にも配っておりますけれども、

これの税収の試算の見積りの方法をお示しください。 

 

○副大臣（石井啓一君） まず、この影響試算でございますが、前提といたしまして、特

定の政策判断を加えることなく十六年度予算の制度、政策を継続した場合の後年度の歳出

歳入の影響を積み上げて計算をしております。 

 ここでは、具体的に申し上げますと、平成十七年度から十八、十九年度にかけまして、

一定の経済成長率等の経済指標を仮置きいたしました上で、一般歳出については経費の積

み上げを行っておると。税収につきましては、名目経済成長率と税収弾性値一・一を用い

て伸ばした上で十六年度税制改正の影響等を調整して算出をしているところでございます。 

 

○辻泰弘君 その税収弾性値一・一というのは最近の傾向として、平均値としてとらえ得

るでしょうか。 

 

○副大臣（石井啓一君） 税収弾性値につきましては、これはバブル期前が平均一・〇九

でございまして、ここのを使っております。といいますのは、バブル期ではこれは非常に

一・七四と、特異値ということでもございますし、またバブル期後もマイナス三・九六か

ら六・二九で大きな変動を示しておりますので、安定した値を得られますバブル期前の十

か年度の平均を取った、で一・一を用いているということでございます。 

 

○辻泰弘君 結果として一・一を使っていることによって税収見積りが、まあ過大とは言

いませんけれども、見込める上で一番上のところに来ているというふうなふうに私は思い

ますけれども、いかがでしょう。 

 

○副大臣（石井啓一君） これにつきましてはいろいろの見解がございまして、むしろも



っと大きいんではないかという御指摘もございますし、いやこれは高く見積もり過ぎてい

るんではないかと、両方の見方がございます。 

   〔委員長退席、理事尾辻秀久君着席〕 

 ただ、我が国の税体系は依然として基本的には累進的な税体系でございますので、理論

的には税収弾性値は一を超えるものというふうに考えられますし、また、やはり安定した

データの蓄積という意味で、従来どおりの一・一の税収弾性値を用いているところでござ

います。 

 

○辻泰弘君 内閣府の方の試算のこれについて、税収の推計の前提をお示しください。 

 

○政府参考人（小平信因君） 内閣府の参考試算、「改革と展望」の参考試算におきます税

の推計でございますけれども、これは基本的には、主要の税目ごとにモデルによりまして

試算をいたしまして、それを合計いたしまして税収を試算をしているところでございます。 

 

○辻泰弘君 私が聞いておりますところ、税制改革ということでは既存の十六年度改正あ

るいは十五年度改正の後の平年度化というか、その部分については入り込んであるわけで

すけれども、それ以外のところは、例のあの基礎年金の国庫負担の二分の一への引上げの

部分、この部分については、既存の税制改革を伴わないけれども増収を見込んでいると、

このように聞いておるんですけれども、その点御説明ください。 

 

○政府参考人（小平信因君） 今先生からお話がございましたように、基礎年金の国民負

担割合を二〇〇九年度までに二分の一にするという前提で、機械的に毎年六千億円程度増

収を図るという前提で試算をいたしております。 

 

○辻泰弘君 その六千億の税目を一応想定されていると聞いておりますけれども、何によ

ってというふうに、取り組んでいらっしゃるんでしょうか。 

 

○政府参考人（小平信因君） 平成十六年度税制改正におきまして、年金税制の見直しに

よりまして平年度ベースで千六百億円のまず増収がございます。それから、平成十七年度

から二十一年度までの五年間の間、毎年、先ほど申し上げましたとおり六千億円段階的に

国庫負担を増額をしていくということになっておりますけれども、二〇〇五年度、二〇〇

六年度の全額、二〇〇七年度の半分につきましては所得税で対応すると。二〇〇七年度の

残りの半分、それから二〇〇八年度、二〇〇九年度の全額につきましては消費税で手当て

をするというように機械的に試算をいたしております。これはあくまでも試算の機械的な

前提ということでございまして、政策的な判断で置いているということではございません。 

 

○辻泰弘君 すなわち税制改正は伴わないけれども増収を見込んでいると、こういうこと

になるわけですね。 

 

○政府参考人（小平信因君） 昨年末の政府及び与党におきます税制改正、年金の議論に

おきまして、先ほど申し上げたようなことで、二〇〇九年度までに基礎年金の国庫負担を

二分の一に引き上げるということになっておりますので、それを参考にいたしまして、前

提を、先ほど申し上げたように、試算の前提として置かせていただいていると、こういう

ことでございます。 

 

○辻泰弘君 財務省の試算と内閣府の試算で、一般会計について一般歳出とそれから税収



の部分でそれにかなり違いがあるわけです。この部分をどのように分析されているでしょ

うか。これは財務省なのか、内閣府なのか、両方なのか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 違いは二つあろうかと思います。一つは、まずやり方、技法

が違うということであります。例えば税収についても、先ほど言いましたように、弾性値

なのかモデルなのか、その技法が違う。当然これは違った前提でありますから違った数字

になります。 

 もう一つは、政策の前提が違います。財務省の方は今の政策を言わば横置きしてやって

いると。内閣府の方は「改革と展望」で示された政策が実現していく、それには一定の機

械的前提を置いておりますけれども。その二点において違ってくるということだと思いま

す。 

 

○辻泰弘君 財務省としては、税収を、内閣府が見込んでいる税収、これぐらいは確保で

きると思っていらっしゃいますか。 

 

○副大臣（石井啓一君） これは、内閣府の方の試算は特定の政策実行による変化を試算

をしているということでございますけれども、財務省の方は、先ほど申し上げましたよう

に、一定の名目経済成長率と税収弾性値ということで機械的に試算をしているものでござ

いまして、そういった差異があるということでございます。 

 

○辻泰弘君 差異は分かるんですけれども、要は、それぐらい取れることがあるかといい

ますか、少し、はっきり言って高過ぎるんじゃないかということ、高く、財務省から見た

ときは高いんじゃないかということなんです。 

 

○副大臣（石井啓一君） 高いか低いかというのはなかなか評価、難しいところでもある

と思いますけれども、一つの仮定を置いた試算という、あくまでも試算ということかと存

じます。 

 

○辻泰弘君 これは大事なところでございまして、谷垣さんの財政演説の中で、この来年

度予算については基礎的財政収支の黒字化に向けて一つの手掛かりとなるものと考えてい

るとおっしゃっているわけで、この基礎的財政収支の黒字化というのが実はここの内閣府

の試算からきているわけですから、実はそれは財務省が見込んでいる税収よりもかなり大

きい税収によってなされているわけなんですね。だから、そういう意味においては実は非

常に大事なところだと、このように言わざるを得ないわけです。 

 そこで、一般会計におけるプライマリーバランス、この間もちょっと竹中さんとやり取

りしましたけれども、この内閣府の試算の中に出ている、四ページですけれども、この中

の一般会計のプライマリーバランスは実額として幾らか、この間、引けばいいとおっしゃ

ったですけれども、それをお示しください。 

 

○政府参考人（小平信因君） 細かい数字で恐縮でございますが、申し上げます。 

 一般会計の基礎的財政収支のお尋ねでございますけれども、二〇〇四年度は十九兆円、

これはＧＤＰ比三・八％の赤字でございます。以下、二〇〇五年度が十八・八兆円、二〇

〇六年度が十六・七兆円、二〇〇七年度が十八・三兆円、二〇〇八年度が十七・六兆円と

いうことになっております。 

 

○辻泰弘君 それだと、バランスするまでの数字は実額としてお示ししていただけません



か。 

 

○政府参考人（小平信因君） 二〇一三年度までの数字を申し上げます。 

 二〇〇九年度が十六・八兆円、二〇一〇年度が十五・一兆円、二〇一一年度が十二・六

兆円、二〇一二年度が十二・三兆円、二〇一三年度が十一・八兆円ということでございま

す。これはあくまでも国の一般会計の基礎的財政収支でございます。 

 

○辻泰弘君 二〇〇〇年代、二〇一〇年代初頭の改善といっても、結局、今、実額でいえ

ばそのようなことでございまして、一般会計にとっては十何兆で、まあ若干改善あるかも

しれませんけれども、そんな本質的な改善でないようにも思うんですけれども、この数字、

財務大臣、どうお考えですか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） この二つの試算がありますのは、歴史的にいえば、私どもが

出しておりますのをいつも予算審議のときお示しをして審議の参考にしていただいたわけ

ですけれども、その後、いろいろな改革論が起きてきますと、そういう改革の努力を入れ

たものを少しお示ししたらどうだと、こういうことで内閣府の方で試算をされるようにな

ったと。 

 だから、確かにこれはいろんな前提があるわけでございまして、当然そこに向けた政策

の努力がなければなかなかそういうふうにはなっていかない、こういうふうに思います。 

 そこで、相当、今いろんなところで難しい運営を行ってきておりますので、確かに、じ

ゃ今言ったような数字の目標を完全にできるかと、おまえはどのぐらいの確度を持って請

け負えるかと、こういうもしお問い掛けになりますと、これは実はなかなか厳しい数字で

ありまして、相当眼を高くして頑張らなきゃいかないと、こう思います。 

 

○辻泰弘君 来年度予算がそのプライマリーバランスの黒字化に向けて一つの手掛かりに

なると、このようにおっしゃっている、そのことについては変わりませんね。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） これは平成十五年度の予算と平成十六年度の予算を比較して、

数字を比較していただければ、現実にプライマリーバランスは若干改善しておりますので、

そのことを指して一歩手掛かりが得られたと申しているわけであります。 

 

○辻泰弘君 この内閣府の試算の中の基礎的財政収支は伸び率で表示されているんですけ

れども、ベースとなる二〇〇三年度あるいは二〇〇四年度の実額を示していただきたいと

思うんですけれども、いかがですか。 

 

○政府参考人（小平信因君） 国と地方を合わせました基礎的財政収支でございますけれ

ども、二〇〇三年度が二十六・七兆円、二〇〇四年度が二十三・二兆円というふうに試算

をしております。 

 

○辻泰弘君 それは二年度、両年度であれを示していただきました。 

 その以後というのは当然実額としてあるわけですね。 

 

○政府参考人（小平信因君） 実額がございます。 

 

○辻泰弘君 それから、基礎的財政収支との関係のみならずですけれども、この、将来を

やられるときに、二〇〇八年までは名目成長率、示されていると思うんですけれども、二



〇一三年までも名目成長率、当然前提になっているわけですね。 

 実質成長率、名目成長率、それぞれその数値をお示しください。 

 

○政府参考人（小平信因君） それでは二〇〇九年度以降の実質成長率、名目成長率、そ

れぞれ申し上げます。 

 まず、実質成長率でございますけれども、二〇〇九年度が二・二、失礼いたしました、

基本的には二〇〇九年度から二〇一三年度までは実質成長率は毎年二・二％ということに

なっております。 

 それから名目成長率でございますけれども、二〇〇九年度、二〇一〇年度はそれぞれ三・

三％、二〇一一年度が三・四％、二〇一二年度が三・五％、二〇一三年度が三・七％とい

うふうに試算をいたしております。 

 

○辻泰弘君 今お話ございましたように、大変高い、今でいえば高い成長率を前提として

プライマリーバランスの黒字化というのがあると、このように思うわけです。ですから、

この成長が不可能であれば全く絵そらごとになっちゃうわけですけれども、これを政府と

しては当然やるということになるわけですけれども、このことに向けて、その可能性、自

信のほどを竹中大臣お願いします。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 険しい道であると思います。しかし、実質成長率を高めて同

時にデフレを克服する、結果的に名目成長率が高まる、そのような中で是非問題の解決を

図っていきたいというふうに考えているわけでございます。 

 

○辻泰弘君 それで、この基礎的財政収支を考えるときの、国と地方でトータルで考えて

いらっしゃるわけです。そのことのメリットといいますか、なぜそうされているか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 基本的には、例えばちょっと考えていただきたいんですが、

ほかの条件が変わらないで地方交付税が増えたとする、地方交付税が増えたとする。そう

しますと、その場合には国の赤字が広がる、しかし地方の赤字が縮まるないしは黒字が増

える、そういう形で一種のゼロサムの関係がそこではできます。 

 今、国と地方の仕組みそのものを根本的に見直そうとしているわけですので、そこをあ

えて国と地方で分けて非常に大胆な前提を置いてやるよりも、やはり国、地方が合わせて

どうなのかと。正にそれがマクロ経済的な意味を持つわけですし、我々は、国と地方を合

わせたプライマリーバランスの改善というところに大変大きな意義があるというふうに思

っております。 

 

○辻泰弘君 先ほどプライマリーバランス等について将来の数値を新たにお示しいただい

たわけですが、これは、私はこういう財政の審議に非常に役に立つ重要な数字だと思いま

す。もとより試算ですし、内閣府レベルのということはもちろん承知しておりますけれど

も、やはり、そういう意味ではオープンにしてその議論の素材に供していただきたいと思

いますので、せっかく御答弁いただいたことですから、先ほどの実額は途中までお示しい

ただいたところも、将来のことも含めて是非一枚のペーパーにして、一枚でなくてもいい

んですけれども、ペーパーにしてお出しいただきたいと思うんですけれども、委員長、お

取り計らいお願い申し上げます。 

 

○理事（尾辻秀久君） 後ほど、ただいまの辻君の要求につきましては、その取扱いを理

事会において協議することといたします。 



 

○辻泰弘君 それで、いわゆる財政再建ということについてですけれども、これまでのい

わゆる特例公債脱却の目標、どのように、目標の推移といいますか、そのことを御説明を

ください。 

 

○副大臣（石井啓一君） 特例公債脱却に関する目標といたしましては、まず、昭和五十

年代におきまして累次にわたって特例公債脱却の具体的な目標年次が設定されたところで

ございまして、平成二年度にはその脱却が達成されたところでございます。 

 その後、財政状況が再度悪化したことを踏まえまして、平成八年の十二月に、財政健全

化目標といたしまして平成十七年度までのできるだけ早期に特例公債依存から脱却するこ

とが、こと等が閣議決定をされまして、平成九年三月にはその目標年度が平成十五年度に

前倒しをされたところでございます。 

 これを踏まえまして、平成九年十一月に成立いたしました財政構造改革法におきまして

は、一般会計の歳出について平成十五年度までに特例公債に係る収入以外の歳入をもって

その財源とすることが法律上明記されたところでございますが、平成十年五月の同法改正

の際に、目標年度の十七年度への変更等が行われ、その後、同年十二月には財政構造改革

法が停止されるに至ったところでございます。 

 

○辻泰弘君 今の御説明で、平成二年ですか、特例公債脱却が実現したとおっしゃったん

ですけれども、それは結局、一般会計出さずに全部、国債整理基金特別会計で借換債を発

行するということに変えてしまったことでそういうふうに見えただけのことであって、実

際上は何も脱却していなかったということになるわけですけれども。 

 また、その議論はまた別にいたしまして、それで、この財政構造改革法をもう既に停止

されているわけですけれども、この四条に財政の規律の目標を据えているわけです。この

ことについて、四条の御説明をお願いします。 

   〔理事尾辻秀久君退席、委員長着席〕 

 

○副大臣（石井啓一君） 財政構造改革法の第四条でございますけれども、「財政構造改革

の当面の目標」といたしまして、平成十五年度までに一般会計年度の国及び地方公共団体

の財政赤字の対国内総生産比を三％以下とすると。それから、平成十四年度までの間の各

年度において、特例公債の発行額の縮減を図り、一般会計の歳出は平成十五年度までに特

例公債に係る収入以外の歳入をもってその財源とすると。あわせて、平成十五年度の公債

依存度を平成九年度に比べて引き下げると、こういう内容でございます。 

 

○辻泰弘君 今の条文は、停止しているわけですけれども、しかし、潜在的にはマクロ的

な目標と一般会計の目標と二つ持っていると、こういう状況であるということなんですね。 

 私が申し上げたいのは、先ほどのプライマリーバランス、内閣府の一つの目安といいま

すか目標がある、これはこれでやはり手掛かりとして大事なものだと思うんですが、しか

し、やはり一般会計も持つべきじゃないかと。やっぱり一般会計で、昭和五十年から赤字

国債を発行して、出発してきて、財政再建を掛けてきて、なかなかならないで、結局、特

例脱却というのが実質的にできないで、結局、内閣府に振ってしまったような感じに見え

るんですけれども、やはり私は、一般会計における財政の規律のめどといいますか、三十

兆円枠というのがありましたけれども、それはまあ単年度のことで、やはり一つのルール

といいますか目標というものを、ここは、財政構造改革法はストップしていますけれども、

一応は十七年度というのはあるわけですね。そういうものをやはり明示していかないと、

マクロ的な目標で、しかもＧＤＰ比率だと、そしてさっきのように高い成長率が前提とな



ると、こういうもので改善するんだということを言っても、正直言って分からないわけで

すね。やはり、我々もまず自分が見えるところからやっていかなければ始まらないわけで

ございますから、もちろん特別会計との、また地方とのトータルというのも意味はあるわ

けですけれども、しかしまずは一般会計を見詰めるということが大事だと思うわけです。 

 そういう意味でも、一般会計における特例公債の脱却が指標なのかどうなのか、私自身、

答えはにわかには出ないんですけれども、やはりその部分についてはやはりしっかりとそ

の目標といいますか、そういうものを持つべきだと思うんですけれども、いかがでしょう

か。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 確かに、今、辻委員のおっしゃったことは大事なことである

と思うわけでございますが、私どもがこの財政運営の大きな今根本方針としておりますの

は、骨太の方針に書いてありますように、二〇一〇年代初頭にプライマリーバランスを回

復していこうということでやっておりまして、今委員のおっしゃったように、ほかにもっ

といろいろ具体的なものを考えろというと、一般関係の税収割合をどれだけにするかとか

国債発行額をどれだけに抑えるかとか、国債発行額と一般会計の税収をどういうふうに見

ていくかとか、いろんなことが考えられるわけでございまして、それはそれぞれ私は意味

のあることだと思います。 

 しかしながら、そういうことをやっていきますと、今非常に財政運営なり経済運営なり

厳しい状況の中でやっておりますので、要するに税収というものが相当そのときの経済情

勢や何かによって変動するもの、その税収状況に合わせて経済運営を、財政運営をやって

いくということになりますと、必ずしもそのときそのときに適時適切な手を打つことが縛

られてしまう場合もあり得るんだろうというふうに思っております。 

 そういう状況の中でやっていきますときには、先ほどから申し上げているように、二〇

一〇年代初頭にプライマリーバランスを回復していくという、そういう目標でやっていこ

うということでやっているわけでございまして、委員のおっしゃっていることを全然頭の

中から取り払っているわけではありません。頭の片隅にはいつもちらちらしております。 

 

○辻泰弘君 片隅と言わず、真ん中に置いていただければと思うんですけれども。 

 やはり、財政というものの規律を考えるときに、率直に言いまして今の目標というのは

非常に分かりにくいといいますか、率直に言ってもう雲をつかむような感じになってしま

っていると。ですから、財政構造改革法においてはマクロ的な目標が片やあり、一般会計

における目標が片やあったと。もちろん批判といいますか、結局、選挙で結局ああいう形

で停止されてしまっているわけですけれども、しかし、やはりその精神といいますか、や

はり一般会計においても財政規律の一つの指標を持つということはやはり大事だと思いま

すので、その点については是非今後とも真ん中の課題として、片隅ではなくて、真ん中に

置いて取り組んでいただくように御要望を申し上げておきたいと、このように思うわけで

ございます。 

 さて、財政構造改革法の附則で、今議論になっております社会保険庁の経費が保険以外

にも、保険給付以外にも使われたと、こういうことになっているわけです。結局、何ゆえ

この構造改革法が停止されているのにその附則だけ生き残っているかと、このことについ

て御説明ください。 

 

○副大臣（石井啓一君） 財政構造改革法につきましては、その当時の当面の景気回復に

全力を尽くすということから、平成十年の十二月に停止をしたところでございます。 

 それで、その附則でございますけれども、一方で、いわゆる十一年度の概算要求時、平

成十年の八月十二日の閣議了解におきまして、財政構造改革の一環として既に措置された



制度改正については、既定の方針に沿って引き続き推進を図ると。したがいまして、財政

構造改革法は停止しますけれども、その考え方については堅持するということで、その附

則につきましては停止をしなかったところでございます。 

 

○辻泰弘君 附則については停止しなかったといいますか、本体は停止したけれども附則

の部分はもう先の法律の中に溶け込んでしまっているので取戻しができなかったといいま

すか、その方が正確なんだろうと思うんです。 

 いずれにしましても、十五年度までは財政構造改革法が結局その部分だけが機能してい

たと。そして、今度の十六年度についてはそれが切れたので今度の財政特例法で赤字国債

の発行と同時に規定をしたと、こういうことになっているわけなんですね。これは本会議

でも答弁がありましたけれども、この措置を来年度どうするのか、厚生労働大臣、まずど

うお考えでしょうか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 財務大臣とよくお話をさせていただくことになっているわけで

ございまして、昨年の十二月におきましても財務大臣としっかりお話をさせていただいた

ところでございます。当面、十六年につきましてはこのままいくということにして、十七

年からの問題につきましては改めてお話合いをさせていただくということになっているわ

けでございます。 

 この与党の方でもいろいろとお決めをいただいておりますし、また国会審議の状況等も

踏まえましてしっかりと財務大臣とお話合いをしていきたいというふうに思っております。 

 

○辻泰弘君 財務大臣、こういう赤字国債の変形みたいなことの措置は、その年金の使い

道ということの批判の以前に極力なくすべきだと思うんですけれども、いかがですか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） これは、なぜこういう形になっているかということになると

思いますが、年金の事務費等については、国民年金法等においては国庫で負担せよという

原則が書いてあるわけですね。これは、広く国民が関与してくる年金については、こうい

う一般会計と申しますか、税から入れるのが妥当であろうという考え方に基づくものであ

ろうと思いますが、他方、やはりこういう年金も一つ国の営む事業でございますから、そ

の事業の経費はその枠内でという考え方もあり得るわけでございまして、財政の厳しいと

きには少しそういう考えも援用してお助けをいただけないかということでやってきたわけ

でございます。 

 百かゼロでなく、オール・オア・ナッシングではなく、その中間辺りに解があるという

考え方もあるのかもしれません。 

 ただ、繰り返し申しますが、原則は現在の法制の下において国庫から負担するというの

が原則でありますから、やはりそれをいつできるかということは目指さなければいけない

方向と思いますが、来年度につきましては、今厚生労働大臣がおっしゃいましたように、

よく厚生労働大臣と御相談をして在り方を決めていきたいと思っております。 

 

○辻泰弘君 年金課税が今度強化されることになっているわけですけれども、それの跳ね

返りで介護保険料、国保に跳ね返ってくるということがあるわけですけれども、その負担

がどのぐらいになるかということとそれについての対応策、厚生労働大臣、お示しくださ

い。 

 

○国務大臣（坂口力君） 年金のその税制が変わることによりまして、そのことが国民年

金、国保それから介護に影響してくるではないかという御指摘、それはそのとおりでござ



いまして、介護につきましては、介護保険の改正を来年行いますので、その中で十分に勘

案していきたいというふうに思っております。それから、国保の方につきましても全体の

見直しを行います中で、一部のところにだけその負担が大きくなるというようなことのな

いように考えていかなければならない。ただ、高齢者のところの、ここを全部なくすると

いうことになりますと、その分がみんなまた若い人の分にそれがおぶさってくるというこ

ともございますので、その辺のバランスを十分に考えながらやっていきたいというふうに

思っております。 

 

○辻泰弘君 国保の実施主体は地方ですけれども、それは国からそのように要請すること

があるということなんですか。 

 

○国務大臣（坂口力君） 国保につきましては、それぞれの市町村によりましていろいろ

のやり方あるというふうにお聞きをいたしておりますので、一応我々の考え方もお示しを

して、そして地方との調整をしたいというふうに思います。 

 

○辻泰弘君 私の最後の質問にしたいと思いますけれども、坂口大臣は三月九日、この場

で、国債は大変大きな損失を出すこともあると、こういう発言をされたんですけれども、

そのことについて御見解をお示しください。 

 

○国務大臣（坂口力君） 積立金の話だったんだろうと思いますが、それで国債を持って

いて、国債をずっと持っておりましたらそれはマイナスにはならないわけでございますけ

れども、途中でそれを売り買いをするということになりますと、その時々の時期によって

上がり下がりがあるということを申し上げたわけでありまして、大きな損失を出すという

のは少し表現がオーバー過ぎたかと思いますので、訂正いたします。 

 

○辻泰弘君 以上で私の質問を終わらせていただきます。 


